第３回　さいたま市地域自立支援協議会　議事録（案）
日時：平成22年2月24日（水）10：00～12：00
場所：浦和コミュニティセンター第7集会室　　
次 第
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1開　会
（宗澤会長）

· それでは、「第３回さいたま市地域自立支援協議会」を開催させていただきます。

· まず、今回の委員さんの出席状況ですが、出席委員８名、欠席委員４名ですので、さいたま市地域自立支援協議会設置要綱第６条２項の規定により、委員の過半数がご出席されておりますので、本日の会議は成立いたします。

· 続きまして、会議の公開に関しましては、「さいたま市地域自立支援協議会運営要領」第３条に基づき、本会議は公開することとなっており、傍聴人に関しましては、同要領第４条の規定により、会長が傍聴人の許可及び人数を定めることとなっておりますので、先ほど、傍聴人についてご確認させていただいたところ、本日３名の方が傍聴を希望されております。そこで、傍聴人の人数を３名と定め、３名の方につきまして、傍聴を許可したいと存じます。

· ここで議題に入ります前に、事務局より本日の資料のご確認をお願いいたします。

(事務局)

· それでは、お手元の資料の確認をさせていただきたいと存じます。本日お配りした資料といたしましては、
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の以上５点でございますが、よろしいでしょうか。

２議　題
○前回議事録の承認

（宗澤会長）

· それでは、次第に添いまして議事の進行をさせていただきたいと存じます。

· まず、前回の「第２回さいたま市地域自立支援協議会議事録（案）」につきまして、協議会としての承認を求められておりますが、これにつきましては、今月上旬に本日の協議会の開催通知と合わせまして、事前に事務局よりお送りいただいておりますので、特に修正等のご意見がなければ、議事録については承認することといたしますが、よろしいでしょうか。

○支援指針について　
（１）支援課の役割
（宗澤会長）

· それでは、本日の議題の２に移りたいと存じます。

· 議題の１番目の支援指針について山本委員から説明をお願いしたいと存じます。

（山本委員）

· 説明させていただきます。それでは、お手元の資料１の「支援課の役割」をご覧ください。

（以下、支援指針案の説明）
（宗澤会長）

· ありがとうございました。ご努力いただいたことに感謝申し上げます。支援課の役割以降の点につきまして、ご質問、ご意見等はございますでしょうか。

· ここで、山本さんにお書きいただいたところの部分について、性格付けのご説明をさせていただきたいと思います。児童相談所および、生活保護につきましては、現場に携わる職員の細かい指針が文書としてあります。その他の領域は、行政機関の職員の場合は、まとまった支援指針は存在しないといってよい。かつての福祉六法の場合は、職権により支配するという流れがあったわけです。しかし、フラットの、ケースワーカー的な対応で支援を積み上げていくということに対して、特に経験が浅いということもあり、市の職員にむけた基本的な支援指針をつくることにより、市全体の支援の水準をあげていくという目的でつくってきたというわけです。いかがでしょうか。

（長岡委員）

· ワーキングで出ていたかと思うが、支援センターや支援課に問題があったときに自立支援協議会に言ってくださいというのがあった。苦情があったときに、第三者機関で見守っていく。行政に対する苦情の場合は自立支援協議会とは絡んでこないのか。

（宗澤会長）

· 支援課の役割というだけの議論なのですが、全体としてはご指摘のとおり。「自立支援協議会に問題があればおっしゃってください。」というのは、自立支援協議会のネットワークを活用して、対処する必要がある場合について申し上げたと思う。俗に言う苦情解決ではない。個別の支援の中で生じた苦情に対しては、それはそれとして解決していくというシステムでないとおかしい。要するに自立支援協議会に関しては、ネットワークの改善、「支援課と生活支援センターがキャッチボールしてうまくいってない」とか、そういう状況を理解し、さいたま市の支援体制の問題として調整していくというようなことであったと思います。

（山本委員）

· 長岡さんのお話で気づいたが、2つある。１つは支援していく過程で、社会資源の制約等で支援の方針が折り合わない。「私の希望しているものと違う」となった時に具体的にどうしていくか。もう１つは「支援課という機関に対して苦情がある」といったようなことの２つがある。支援していく過程で対応方針が違う場合は、受け止めて変えていくということが必要だと思います。今回、それが抜けていたので、検討していきたい。現在、障害福祉課ではそういった苦情に対する窓口は何かあるのでしょうか。

（事務局）

· 現状ではありません。一番多いのは、コミュニティ課が行っている、「私の提案」というかたちで出てくる。

（宗澤会長）

· 通常は、苦情があれば、受け止めて、解決していかなければいけない。
（事務局）

· 自立支援法で事業所は苦情解決機関を置くことになっているが、市にはない。苦情については、市長に対して提案としてあがって、所管課が回答を作成するということになっています。
（宗澤会長）

· 市長に対しては、海に対して小石を投げるようなもの。個別具体的な苦情に対して、現実的に対処していくというものと、市長に対して提案するのとは性格が違う。

（山本委員）

· 調べていただけますか。

（事務局）

· わかりました。

（山本委員）

· 役所の人と話はできないが、SOSを出したい場合、相談する側の権利であるので、区役所、支援課の中にそういうものがあるのか調べておいていただきたい。そのあたりの対応についてもマニュアルに入れておかなければならないと思います。

（長岡委員）

· ケアマネジメントの手法を使うと関係機関が増える。増えていく中で問題が起こり、情報の共有がうまくいかないケースや、機関によって支援の仕方も立場も違うのでどこに苦情を言えばいいのか、わからないということも起きている。様々な機関が関わっているような複雑な状況を想定しておいたほうがいいと思う。その中には区の責任、支援センターの責任だけでは対応できないことも多いと思う。

（宗澤会長）

· 長岡さんのご指摘は、たしかにサービス利用者の立場でいうと難しい。ケアマネジメントの苦情をどこに出せば良いのか。その部分は留意して書いたほうがよいのかもしれない。

（斎藤（な）委員）

· 苦情というかたちではなく、複数機関が関わる場合、本人が求めていることが、現実問題との兼ね合いの中で置き去りになっていく。支援課の方も苦労されていると思うが、適切な社会資源がない。現実的に解決手段がない。ご本人はものを言えない。家族もどうすればいいのかわからず、どの機関に対して苦情としては表に出てこない。そこについても自立支援協議会で集約して解決していくことができないと、この営みは永遠に繰り返されてしまうと思う。

（宗澤会長）

· 斎藤さんの仰ることはごもっともだが、ひとまずアセスメントを本人の希望、ご家族のご希望として受け止める。そこが議論の出発点。今は社会資源が不足しているし、ネットワークが機能していない。そのため、ご希望から乖離した支援の実態となっていく。だから、「ここに集めて、ネットワーク改善と社会資源改善をしましょう」というシステムになっている。ご本人から「何とかして下さい。」とすら言えない状況をどう受け止めていくのかというご指摘だと思うが、支援指針としてはこう整理せざるを得ない気がする。そういう状況も念頭において支援を組み立てていくべきだということがわかるように、文章を変えていく。そういうことだと思う。

（山本委員）

· 現場は日々、何とかしようと、そういう思いをしながらやっている。その中で整理されたものを、自立支援協議会にあげてもらうことが必要ではないか。個々の報告だけでなく、年間を通して課題報告をしてもらう場として自立支援協議会を活用するべきである。現状のままだと、自立支援法のシステムにあわせて制度を運用するだけで、「俺たちは精一杯やっているよ。」という声が聞こえてくる気がする。困難な事例や支援に当たって出てきた課題については、コーディネーター連絡会議や職場の中で話し合っていくような形で共有していければいいと考えている。指針としては、そこまで個別のケースについて、あまり深くなくてもよいのではと思う。

（斎藤（な）委員）

· 経験や事例を通して、見立て、振り返りを含めて積み上げていくことが必要だと思う。障害のある人が地域で暮らしていくというイメージの持ち方が現場レベルだと食い違いのもとになっていく。その辺も意識した上での切り取り方が必要なのではないか。

（山本委員）

· ケースワーカーの基本的な態度のほうにそういった問題に対する記述を入れたいと思います。

（平林委員）

· 素朴な質問ですが、山本さんが仰ったケースワーカーの問題ですが、ケースワーカーになるのは、社会福祉士でなければならないとあるが、市町村、各実態の中で、きちっとした資格の中でやっている職員はほとんどいない。人事面でどうにもならないということもあるのかもしれないが、さいたま市ではどのような状況なのか。あと、きちっとした社会福祉の講座をとっていなくて、任用資格といった科目をとりあえず終了しているということで、資格を取っていなくてもケースワーク業務にあたっている人が多い。以前、社会福祉士の講座に出席したときには、ずいぶん、市町村の職員が資格をとるためにみえていた。この指針通りいってくれたらすごくいいが、役所の人事面といったようなところで、専門職でなくてはならないといったような人事面になっていないと、担当者の中での積み上げが得られず、どうも取扱いが乱暴であったり、ちゃんと聞いてくれなかったりというのをしばしば耳にする。指針を示されたが、そこをどう担保するのか、協議会として提言していく必要があるのではないか。

（宗澤会長）

· ご指摘の話は歴史的に積み上げられたもの。いささか揶揄を含めた表現されるものであるが、三科目主事さえ外せと国に提言している。やる気のある職員を配置すればよい。一切の枠をはめるなということさえ提言されている。条例検討専門委員会にいる平野さんも、厚労省の中で、専門性をあげるためにご努力された。しかし、総務省が反対している。制度的に担保することは難しい。したがって、支援課という現場サイドで一定の支援の平準化をし、上げていこうという努力の一環がこれである。
（平林委員）

· 確かに、資格があればいい支援ができるというわけではない。資格がなくてもいい支援をしている方もいる。平準化ということだが、これをどう制度的に担保できるか。

（宗澤会長）

· さいたま市としては、支援体制についてまとめる。施策の課題、ネットワークの改善、社会資源の改善も含めてまとめていくシステムの中で、支援課の職員でいえば、これをもとに「どう研修を恒常化していくか」という課題として受け止めていくのではないかと思います。

· 山本さんからご報告いただいた部分で、私がずっと気にしている部分としては、以前、福祉事務所で職権としてやっていた時には、台帳管理がされていた。この間のなかで、記録の部分がどうなっているのか。行政機関なので、記録を残し、保管するという業務が基礎的に大事だと思っているが、その辺はどうなっているのか。

（事務局）

· 手帳を発行した時に、個人台帳を作成します。手帳所持者にはお一人ずつ福祉番号がふられ、台帳化し、ロッカーに収納されております。その中身はフェイスシート、これまでの援護記録等が綴られております。記録につきましては、代々の担当者毎に記録は綴られているが、記録が足りないという現状はあります。
（宗澤会長）

· 今の話は、手帳取得者に限定されている。つまり、今日の相談支援は発達障害者支援法もある。手帳制度から漏れている方たちが山のようにいる。精神障害者の場合は、障害があっても手帳取得になっていない方もいる。手帳制度を前提とした支援でいいのか、とても気がかりである。

（事務局）

· 個人記録については、手帳をもとにして記録を残すのは最低限おこなっている。手帳をもっていないが、支援をしてほしいという方がいるので、相談があった方から台帳をつくっていく。いわゆる補装具については条件さえ揃っていれば支給されるのでそういった台帳は整備している。昔は、個々の家庭状況や生育環境など、記録を残している。生活保護のケースワーカーは国の基準では一人当たり80人なのに120人くらいもっている。一方、障害福祉の担当は一人当たり400～500人持っている。そのため、すべての記録を保存していくことは非常に難しい。また、個人台帳、記録の残し方が統一されていない。今では「補装具が壊れた」とかそういうところで記録をきちんと残さずに、すぐに支給してしまうという実態がある。今後、記録の仕方などについては、10区で統一していかなければならない。そういったことでサービスが向上していく。

（宗澤会長）

· 記録を残すというのは資料に組み込んだほうがよいのではないか。
（山本委員）

· 記録に関する内容は入れたほうがよいでしょうね。記録してしっかり残していかなければいけない。ですが、ケアマネジメントの過程とずれている場合はいらないのかなと。相談させて下さい。

（斎藤（な）委員）

· かつてのようなワーカーの記録はないのでしょうか。
（事務局）吉野補佐

· 記録は残っています。それを見れば今までの経過が分かるようになっています。

（中村委員）

· 昔は紙が小さく、手書きだった。その記録によって、ワーカーが助かっている部分があるので、今でもつけるようにはしている。手帳を持っていない人は、手帳未保持者というかたちで残している。小さな相談、大きな相談があるので、そのあたりは感覚で判断している。

（斎藤（な）委員）

· 記録と情報の提供について、さいたま市で個人情報保護条例が施行されてから、福祉事務所からの情報が全く手に入らなくなってしまった。事業所現場は情報が分らない中で受け入れていなければいけない。それがずっと続いている。

（宗澤会長）

· 以前は、行政側に職権があった。そのつながりで委託するので情報を流すというかたちであった。今はそういうシステムではなくなった。情報を共有するということを支援指針の中でどういう風につくっていくのかということが大きい。高齢者のところでは台帳管理は消えてしまった。障害の領域の中で意識的に大事にしていくということは非常に大きな課題だと思います。

（山本委員）

· 先ほどの情報提供のところだが、ケースワーカーの基本的なところで、個人情報の保護条例に基づいてやらなければならないわけで、情報提供ができないわけではない。紹介の際には、この考えをもとに別立てで分かりやすく情報提供について記載する。

（斎藤（な）委員）

· かつては記録の写しをもらうことがあり、それが勉強になった。ベテランのワーカーさんが書いたものは素晴らしく、本当に力量を形成する上で効果があった。今の状況に即してどのようにやっていくかが大事だと思います。
（遠藤補佐）

· 今も職員によっては記録を残している職員さんもいる。「情報提供をしてほしい」という事業者もある。片方に条件が整っていないと難しいという状況もある。

○支援指針　障害者生活支援センターの役割について

（宗澤会長）

· 時間も半分をすぎましたので、次の支援指針の部分、障害者生活支援センターに移りたい。

（三石委員）

· 前回、自立支援協議会でご指摘受け変更した。資料の６ページのネットワーク構築における実例の中身が変わっている。精神障害の事例をいれていたが、困難性の高い事例に差し替えました。ほかは大きく変わってはいません。これまでの議論のところで、支援課の指針、支援センターの指針とどうやって整合性をつけていくかは必要かなと思います。

（宗澤会長）

· 最後のところで調整していく課題はあると思います。いかがでしょうか。逆に、支援課サイドから、生活支援センターだからこそこういう役割を果たしてほしいというような部分があればご意見いただければと思うのですが、山本委員、中村委員いかがですか。

（山本委員）

· 私ども支援課の指針を書いている中で思い返してみたが、連携の在り方を考えた時に、丸投げしてしまいがちというのが事例としてあった。生活支援センターの方と話をしていても、ある機関にお願いしてしまうと、連携がとれない。お願いしたのだからということで、チームになれない。「あそこの生活支援センターはこういうところは得意だが、違う内容だと、あそこに行ってもあまり期待できない。」というようなことがあった。お願いしたあとの対応が、支援課が期待している内容と違うことがあったのではないのか。日常的に話をしていけばよりよい連携ができると思います。「こういう人がきていて、こういう内容で紹介しました。」というのを重ねていくことで、丸投げはなくなるであろう。「この人なら大丈夫かな。」といったような信頼もできる。でもそういったことが、なかなかここには表現できないという悩みがあった。
（中村委員）

· こうやってしっかり書いていただくと、色々な役割があると分かるのだが、どのようなお願いをしたらいいのか、一般のワーカーもわかっていない。支援センターの人に聞くと、「うちに任せて構わない。」と言っていただくのだが、「今回は、いつも頼んでばかりなので。」と遠慮してしまうこともある。どの辺まではお願いしてもいいのか。設定していただいたら、例えば、「見学まで一緒に行きましょう。」といったようにできるが、そういったところで、どの辺までお願いしていいものか。関連して調整している話もあるが、支援センターだけでかかわっている事例はどれくらいあるのかわからない。どのくらいの割合でどうされているのかがいつも不思議。

（三石委員）

· 各区によって実際の連携のありかたは違いがある。しっかりとした連携のありかたを規定しているものではなく、そういうものでもないのかな。と。いくつかの機関で連携し支えていかないと難しい部分が増えてきている。もう少し見えてくるといいのかなとは思っています。個別のところで調整会議を開いたり、個別対応しているのが今の状況。

（菅原委員）

· 緑区で調整会議をやった時、「生活支援センターで相談が入ったケースがあるんだけれども。」と支援課にお願いする。支援課のほうで「難しいケースがあるんだけれども。」とお互い出し合うという場面、場が必要かな、と思ったりしています。

（斎藤（な）委員）

· 調整会議にかかる事例はセレクトされていると思うが、支援センターで多く動いているのが、まだ行政は関与していなくて、支援センターを利用しているケース。そうした調整は公式には積み重ならない。医療機関や学校との調整などもそうした例。だけれども、支援課が入らない。ここは「支援課が入らないと。」と思ったタイミングで呼ぶが、それでよいのか。
（菅原委員）

· 昨日も浦和区に地域移行での話があった。「支援課に入ってもらうが、どこの区でやるか。」等を中で揉んでやった。支援センターとしては、その部分での作業がある。

（宗澤会長）

· １つは、本市の場合に限って言うと、支援センターと支援課がパートナーとしてやっていこうとなってきた。一番最初が支援課に行ったのか支援センターに行ったのかによって同じような課題もある。より地域に近いところで切れ目のない支援をひとまず追及していく。そこで支えていく。そういうところに生活支援センターの役割としてひとまずある。以前、緑区の菅原さんからご報告あった、手帳取得にあたっての判定に付き添って支援するといったようなことは、「支援課の職員には、そこまではできない。」という部分でも、生活支援センターだからこそ、そこまで寄り添ったサービスを実現できる。そこの過渡的な状況にあるので難しいが、生活支援センター側が留意すべき部分は書き込んだほうがよいのでは。

（山本委員）

· 生活支援センターを立ち上げた担当としては、責任を感じている。生活支援センターでは、当初は取り扱いについて要綱の下に取り決めという形でつくってあった。自立支援法がはじまって、法的に整備されていくであろうということで、外してしまった経過があり、反省している。支援課の指針の中の社会資源の活用というところで、生活支援センターの役割を膨らましてやったほうが良いのではと思う。

（宗澤会長）

· そこは調整していくとし、その他いかがでしょうか。

（長岡委員）

· 「支援課の役割」のところでお話すべきだったかもしれないが、緊急時の対応はケアマネジメントではなく、別の流れで対処しているが、事業所の立場では、そのあたりについて書いていただけないのかなというのが一つある。例えば児童虐待は行政的に介入するタイミングがあると思うが、そのあたり、ケアマネジメントで見守っている中で、関係者の中で意見が分かれたり、責任が分かれたりというところがあると思う。しかし、そのあたりも踏み込んでもよいのでは。と感じている。支援課の役割、支援課の中では、障害者の担当以外に他はあるのか。
（山本委員）

· 支援課の中でも障害者の担当、子育ての担当がある。

（長岡委員）

· 障害のある児童は、児童福祉係の担当からはずれてしまうのか。

（山本委員）

· 障害のあるお子さんは、障害福祉係で主に対応しています。
（長岡委員）

· 何かあった時の介入は厳格に持っているのではないのか。

（宗澤会長）

· 虐待という緊急時対応。虐待だから対応するという判断、責任の所在は、児童であったら児童相談所といったように、定めなければならないというのが議論の出発点としてある。実働としては支援課だが、今の時点では決めていない。支援指針の中で決めるかということも含め、根本的な問題がある。見守り、支援が大事だというお話もあった。虐待の場合の見守り、支援も大事だが、組み立て方も発想も違う。一般的には公的なところでないと無理。支援課の果たさなければ問題として書いておき、虐待に対する対応については別途おこしたほうがよいと考えます。アセスメントも全く違う。チェックすべき項目も全く違うので、別立てで議論したほうがよろしいのではないでしょうか。一般的に緊急時の対応について確認していくという形でよろしいのではないでしょうか。

（山本委員）

· その時の対応はどうするのかという部分、緊急時に対応し、その後も含めてどうするのかという部分がある。支援課として、どの程度というのが明確ではないので書いていない。緊急時の対応として、お願いをして、その後は支援課がやっていかなければならない。その部分でよろしければ、この指針で書いていける。

（斎藤（な）委員）

· それを入れておいたほうがよいですね。
（宗澤会長）

· はっきりしづらい点として、国が今年中に障害者虐待防止法をつくるといっている。それを踏まえて改訂作業をしたほうが、手間が二重にならなくてよい。今書ける範囲でお願いします。あとは、虐待以外の権利侵害に対応するシステムとダブらせて考えなくてはならないと思う。トータルに支援指針とは別に議論し、再度改訂するという見通しでご理解いただければと思う。

（長岡委員）

· 緊急時のことに関しては、受け入れ側の立場だと、いらっしゃるのは事実。先日も、市には事故報告で提出したが、触法的なトラブルがあった。利用者と事業者の契約で行っているから、社会的な責任の所在が利用者と事業者の両者になってしまう。現場としては、緊急性が高いと判断し、その通りだと思ったが、定員を超えるかもしれないが、定員を超えてしまうと、経営的には危ないリスクもある。そういう問題も絡んでくる。そのあたりも将来的にはふまえて検討していただければ。

（宗澤会長）

· 制度的に過渡期だから、はっきりとはいえないが、契約制度になったからといっても、どう行政や関係機関が対応するのかはっきりすべき。例えば、虐待の事実が発見し、緊急に保護する。触法性の高い人など、措置すべき問題はあるが、今は議論しづらい。支援指針の作成過程における議論としてはそういう課題がはっきりあるのだという確認をしておく必要がある。介護保険になってしまうと、高齢者の領域だと、虐待対応の場合でも、措置を拒否するケースが出てきている。障害福祉の現場の担当者の中にも、措置ってなくなったでしょ。と発言する人も出てきている。ケースの対応によっては行政責任で対応しなければダメだということが曖昧になってきている。ここで議論すべきことはここで確認しておきたい。

（平林委員）

· １つだけ。支援センターの利用の問題、役割の問題にかかわると思うが、私は何年も前から、時々ご当人から愚痴を受け止めている。10何年トラブルがあるたびに、愚痴を受け止めている方がいらっしゃいまして、本人の生育歴の問題もあり、事業所とのトラブルが多い。全国転々としていて、数年前からさいたま市に住むようになった。支援課とも拉致があかないから、「支援センターに相談したら？」ということで、支援センターの方と相談したらしいが、支援センターの方がちょっときつい発言をしたため、「もうあそこには相談したくない。」と。トラブルが多い方で、日常生活を守るためには何らかの支援は必要。そういうケースはどうすればよいか。桜区の職員とうまくいかないようだから、中央区の人に「いざとなったら、対応できないわけではないが。」ということでお願いしているところ。相談員さんの資質というか、ちょっとしたことで相談するのは嫌だというのが始まってしまったケースがあり、私もどういう風に対応したらよいか迷っている。本人の責任もあるが、一人暮らししている以上、命、権利を守るという上でどういう風に対応したらよいか。

（宗澤会長）

· 支援課、支援センターで、インテイクの場合で、ボタンの掛け違いが起こらないように最大限留意はしている。そうであっても、ボタンの掛け違いが起きた時に、改めて相談のシステムにのっていくための、当事者組織の役割があるが、桜区でボタンの掛け違いがおこってしまったという時に、善意で中央区の人が聞いてあげるよ。となるのか、システムとして、近隣の区で相談を受けられるようにしておくのかという違いがある。

（平林委員）

· 中央区は他の区も含めて受けてくれると聞いていたのだが、どうしたらよいのか。それでよいのか。

（宗澤会長）

· 大事なご指摘だと思う。一次的に受け止めるところはお住まいの区の支援センター。しかし、重大なボタンの掛け違いが起きた時に、定めておく必要があるのではないか。

（山本委員）

· 色々な事例があると思う。今、何らかの支援が必要な方、見守りが必要な方、いろいろな事例があると思う。何らかの支援が必要な場合、地域の相談役の方がつないでいくことが必要。いますぐ支援が必要ではない場合は、必ずしも支援課、支援センターと繋がっておく必要はないと考えています。支援が必要となる前は、地域の家族会、NPO含めて、ご本人が一番話しやすい人に話せる状態であればよいと思います。ですが、「そういう方がいるよ。」ということは地域の支援センターが知っておかなければならない。今のケースでは、平林さんがお手数ですが、「こういう状況なので。」と知らせ、わかってもらう。必ずしも生活支援センターに行かなければならないというわけではない。必要となれば、周りがバックアップするというのが一番良いのでは。

（平林委員）

· 一人暮らしするには、相当な支援が必要。支援の時間数も多い。しかし、事業所との関係がうまくいかないことが多い。

（山本委員）

· 一番、本人が信頼を持っている方を切り口に一緒に連れていく。その中でお手数でも橋渡し役をしていくという方法もあると思う。さまざまな例があると思う。

（平林委員）

· 基本的に、社会的な問題ではなく、個人的な問題の場合がある。

（山本委員）

· ケースワークの基本的な態度でも、そのあたりに配慮していく。
（平林委員）

· この方の場合でも、「そんなこと言っていたら、どこへ行ってもダメだよ。」ということを本人に言いたくても我慢して聞いている。最近は、その方と連絡を取り始めたようなので様子を見ている。

（菅原委員）

· 指針で生活支援センターの役割、支援課、支援センターがどう使っていくのかが大事だと思う。事業者や施設側が支援センターで「こういう役割でお願いしたい。」と出したときに、「支援センターの役割として十分ではない。」という話が入ってきた時、どういう形で対応したらよいのか。苦情なのか何なのか。支援センター毎に苦情解決の方法が表示してあると思うが、支援センターが期待する役割を果たしていけない時、どういう風に対処、対応したらよいのか。家族、当事者がどこに話すべきか。その辺は何か考えなければと思っております。
（宗澤会長）

· まずは、さいたま市は総合支援センターを持っているという部分で、横並びの支援センター同士ではものが言いづらいが、問題があるというときが想定される。果たすべき役割を果たしきれていないというときには、総合支援センターが対応してくれるのか。
（山本委員）

· 拠点型である中央区障害者生活支援センターから、助言してもらう。
（斎藤（な）委員）

· そろそろコーディネーター会議で受け止める。日常ではある。生活支援センター万能期待論があるので、そこのミスマッチがあるんではないかな。と。各区の調整会議の推進の差があると思う。仕組みとしては認識しているので、生かしていくことも必要。正面で民間の法人で受けているわけなので、カラーやバックにあるしくみの違いがあると思う。そろそろ思い切ってみんなの俎上に乗せていかないと、前に進まないと思う。

（宗澤会長）

· コーディネーター会議の今後の課題として、支援課の役割と市全体での機能を向上させていくということ、そして研修の持ち方も具体的に検討していかなければならない。以前のベテランのワーカーの記録をみるだけで、大変な勉強になった。支援課の記録をみても、支援センターの記録をみても、「相互にすごい。」と思うような、総合に高め合うようなことがさいたま市で求められているのかと思う。

３その他
（事務局）

· どうもありがとうございました。次回は5月の下旬を予定しています。支援システムと居住システムの構築について議論したいと思いますので、よろしくお願いします。
（宗澤会長）

· 5月下旬になる前に、私のほうでグループホーム、ケアホームについて、3月中又は4月の中旬までに報告の原案をまとめ、まず手元にお配りできるようにしたいと考えています。ほかの実務作業もあったが、どうしても確認したい部分がある。地域生活移行や、居住サポートとして、明確にトラブルになった事例をふまえ、ご提示できるように努力して参りたいと思う。その上で、自立支援協議会で確認させていただければ。と思います。
（斎藤（な）委員）

· その点で、居住支援システムの構築を重点プログラムとして平成22年度は予算計上ゼロ。必然性がいっぱいあって準備しているが、予算がついていないので進まないと。整備費の問題も、国のレベルも含めて進まない。

（宗澤会長）

· グループホームの新しい設置で予算をつけました。国で2000万円。それでは、さいたま市でできるわけではない。さいたま市では、最低6000万かかる。行政のほうでその認識があるのか。例えば、千葉で条例をつくったとき、施策としてグループホームの設置があった。千葉市、船橋市ではなかなか進まない。つまり、都市部はすすまない。さいたま市はどうするのか。居住サポートの点でははずせない。居住サポートの重点課題としてはっきりと明らかにする方針でいきたいと思います。
４閉会
（宗澤会長）

· それでは以上を持ちまして、第3回さいたま市地域自立支援協議会を閉会させていただきます。ありがとうございました。
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